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吸収合併に関する事後開示書面 
2020 年 1 月 6 日 

 
福岡県福岡市博多区美野島一丁目 2 番 8 号 

日本タングステン株式会社 
代表取締役 後藤 信志 

 
当社は、2019 年 8 月 8 日付けで株式会社エヌ・ティーサービスとの間で締

結した吸収合併契約に基づき、2020 年 1 月 1 日を効力発生日として、当社を

吸収合併存続会社、株式会社エヌ・ティーサービスを吸収合併消滅会社とする

吸収合併（以下「本吸収合併」という。）を行いました。 
本吸収合併に関し、会社法第 801 条第 1 項および会社法施行規則第 200 条

に定める事項は下記のとおりです。 

 
記 

 
 
 １．本吸収合併が効力を生じた日 
   2020 年 1 月 1 日 

 
 ２．吸収合併消滅会社における会社法 784 条の 2 の規定、第 785 条および第

787 条の規定並びに会社法第 789 条の規定による手続の経過 
（１）差止請求 

吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であったため、会社法第 784 条
の 2 の規定に基づく請求について該当はありません。 

（２）反対株主の買取請求 
吸収合併消滅会社は、当社の完全子会社であったため、会社法第 785 条

の規定に基づく反対株主の買取請求について該当はありません。 
（３）新株予約権買取請求 

吸収合併消滅会社は、新株予約権を発行していなかったため、会社法第

787 条の規定に基づく新株予約権買取請求について該当はありません。 
（４）債権者の異議 

吸収合併消滅会社は、会社法第 789 条の規定に基づき、2019 年 9 月 6 日

付で官報に公告を行うとともに、2019 年 9 月 6 日付けの個別通知により、

債権者に対し本吸収合併に対する各別の催告を行いましたが、申述期限まで

に会社法第 789 条第 1 項の規定による異議を述べた債権者はいませんでし



た。 

 
３．吸収合併存続会社における会社法第 796 条の 2 の規定、第 797 条および

第 799 条の規定による手続の経過 
（１）差止請求 

本吸収合併は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併であるた

め、株主の差止請求権はありません。 
（２）反対株主の買取請求 

本吸収合併は、会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併であるた

め、反対株主の株式買取請求権はありません。 
（３）債権者の異議 

当社は、会社法第 799 条の規定に基づき、2019 年 9 月 6 日付で官報に公

告を行うとともに、同日付で電子公告を行いましたが、異議を述べた債権者

はいませんでした。  

 
４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な

権利義務に関する事項 
   当社は、本吸収合併の効力発生日である 2020 年 1 月 1 日をもって、吸収

合併消滅会社である株式会社エヌ・ティーサービスの資産、負債およびそ

の他権利義務の一切を承継しました。 

    
５．会社法第 782 条第 1 項の規定による吸収合併消滅会社の事前開示書類 
  別紙のとおりです。 

 
６．会社法第 921 条の変更の登記をした日 
  本吸収合併により変更の登記をした日は、2020 年 1 月 14 日（予定）です。 

 
７．その他重要事項 
  該当事項はありません。 

 
 

以 上 
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吸収合併に係る事前開示書面 

2019 年 9 月 6 日 

 
    福岡県福岡市博多区美野島一丁目 2 番 8 号 

日本タングステン株式会社  
代表取締役 後藤 信志  

 
 当社は、2019 年 8 月 8 日付で株式会社エヌ・ティーサービスとの間で締結し

た吸収合併契約に基づき、2020 年 1 月 1 日を効力発生日として、当社を吸収合

併存続会社、株式会社エヌ・ティーサービスを吸収合併消滅会社とする吸収合

併（以下「本吸収合併」という）を行うことといたしました。 
本吸収合併に関する会社法第 794 条第 1 項および会社法施行規則第 191 条に

基づく事前開示事項は、下記の通りです。 

 
記 

 
１．吸収合併契約 
  別紙１の通りです。 

 
２．合併対価の相当性に関する事項 
  株式会社エヌ・ティーサービスは当社の完全子会社であることから、本吸

収合併に際して株式その他の金銭等の交付は行いません。 

 
３．合併対価について参考となるべき事項 
  該当事項はありません。 

 
４．吸収合併消滅会社の新株予約権に関する事項 
  該当事項はありません。 

 
５．吸収合併消滅会社についての事項 
 （１）最終事業年度にかかる計算書類等に関する事項 

別紙２の通りです。 
 （２）最終事業年度末日後の日を臨時決算日とする臨時決算書類等の内容 
    当該事項はありません。 

 



（３）最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象の内容 
    該当事項はありません。 

 
６．吸収合併存続会社の最終事業年度末日後に生じた重要な後発事象の内容 

該当事項はありません。 

 
７．合併後の債務の履行見込みに関する事項 
  本吸収合併効力発生日後の当社の資産の額は、負債の額を十分に上回るこ

とが見込まれます。また、本吸収合併後の当社の収益状況およびキャッシュ・

フローの状況について、当社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現

在のところ予測されていません。従いまして、本吸収合併後における当社の

債務について履行の見込みがあると判断いたします。 

 
８．上記１から７掲げる事項に変更が生じた場合の変更後の当該事項 

上記１から７に掲げる事項に変更が生じた場合には、別途書面を備え置いて

開示することといたします。 

 
以 上 



別紙１
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別紙 ２



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

個別注記表 
  

Ⅰ．重要な会計方針                                     

   １．棚卸資産の評価基準及び評価方法                            

(1)商   品     … 総平均法による原価法によっております。 

(2)貯 蔵 品     … 最終仕入原価法によっております。              

   ２．固定資産の減価償却方法                                

    (1)有形固定資産…工具･器具･備品は定率法によっております。               

   ３．重要な引当金の計上方法                                

    (１)賞与引当金 ・・・・・・・・・従業員賞与の支給に備えるため、過年度の支給実績にもとづく 

支給見込額を計上しております。  

    ４．リース取引の処理方法                                 

             リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース 

取引については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。               

   ５．消費税及び地方消費税の会計処理方法                                

             税抜方式によっております。                      

   

 

Ⅱ．貸借対照表関係に関する注記事項                                    

   １．支配株主に対する金銭債権･債務 

短 期 金 銭 債 権 ５５，６３３，８０９円 

短 期 金 銭 債 務 ２１，６７３，７２６円 

   ２．有形固定資産の減価償却累計額        ４，０５６，５８２円                     

   ３．表示金額は円で表示しております。                           

 

 

Ⅲ．損益計算書関係                                     

   １．支配株主との取引による取引高 

売 上 高 ７７，２４５，４８０円

仕 入 高 ２，７１２，８４０円

営業取引以外の取引高 ７６９，４７４円 

                         （受取利息   ３１４，４６９円） 

                         （支払利息        ０円） 

   ２．表示金額は円で表示しております。                           

 

 

 

 

 



 

 

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記 

1.発行済株式の種類及び総数 

                前事業年度末株式数    当事業年度末株式数 

       普通株式       200 株             200 株 

 

 

 

2．その他繰越利益剰余金の内訳 

    

３.剰余金の配当に関する事項 

(1)配当金支払額等 

決      議       平成３０年６月２８日 第２７期定時株主総会 

配当金の総額        １５，０００，０００円 

１株当たり配当額           ７５，０００円 

基  準  日       平成３０年３月３１日 

効 力 発 生 日     平成３０年６月２９日 

 

(2)基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌会計年度になるもの 

・令和１年６月２７日開催の第２８期定時株主総会において次のとおり付議いたします。 

配当金の総額       １３，０００，０００円 

１株当たり配当額         ６５，０００円 

基   準  日      平成31 年３月３１日 

効 力 発 生 日     令和 １年６月３０日 

 

 

 

 




